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 鎌倉市立御成小学校いじめ防止基本方針 
 

鎌倉市立御成小学校 

                                      令和７年９月 

【学校教育目標】 

「自立と自律を身につけ共生できる子ども」 

【重点目標】 

  ●社会性・道徳性を養い、豊かな心、豊かな感性を育む 

  ●学習意欲を高め、確かな学力の向上に努める 

  ●安心して学び生活できる、楽しい学校、安全で開かれた学校をめざす 

 

【いじめの定義】 

「いじめ」とは，児童等に対して，当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該

児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為

（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって，当該行為の対象となった

児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。(「いじめ防止対策推進法」第２条） 

 

【いじめに対する基本認識】                        

●いじめは、いじめを受けた子どもの人権を著しく侵害し、尊厳を損なう、絶対に許

されない行為である 

●いじめは、どの子どもにも、どの学校でも、起こり得る 

●いじめは、家庭環境や対人関係など、様々な背景から、様々な場面で起こり得る 

●いじめは、いじめに直接関わった子どもたちだけでなく、｢観衆｣や｢傍観者｣といわ

れる周囲の子どもにも注意を払う必要がある 

●いじめは、大人には気付きにくいところで行われることが多く、発見しにくいもの

である 

●いじめは、その行為や様態により、犯罪行為として取り扱われるものもある 

 

１．本校のいじめの防止等に関する基本的な考え方 

いじめは、人間として決して許されない行為であり、あらゆる機会を通して子ども

たちの心に訴えかけていかなければならない。また、｢いじめ｣にあたるか否かの判断

は、表面的・形式的なものではなく、多様な態様があることからも、いじめられた児

童の立場に立ち、いじめと感じたものは全ていじめとしてとらえる必要がある。 

いじめ問題に取り組むにあたっては、教職員がチームとなって迅速に対応すること

が必要であり、日々「未然防止」と「早期発見」に努めるとともに、いじめを認知し
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た場合は、「早期対応」「早期解決」に取り組む。 

本校のすべての子どもにとって、安全で安心して生活できる場所であるためにも、

教職員が情報を共有し取り組むとともに、関係機関や教育委員会との連携も密にし、

子どもたち一人ひとりに対しチームで支援する体制づくりを進め、早期発見、早期解

決に努め、「いじめのない学校」を目指していく。 

また、いじめ問題には、学校や家庭の問題としてだけではなく、全ての大人たちの

問題として取り組む必要があるため、日頃から地域や家庭、関係機関と一丸となって

相互に協力する関係づくりを進めていく。 

 

２．いじめの防止等に関する取り組み 

(1) いじめの未然防止のための取組 

○体験活動や特別活動の充実を図り、学校外の人々との関わりや集団活動を通して自

己の役割や責任を果たそうとする態度やよりよい人間関係を築こうとする態度等、

道徳性を育む取組を進める。 

◯「特別の教科道徳」の時間などを通して、児童が主体的にいじめの問題に取り組め

るよう、「いじめは人間として絶対に許されない行為である」ことを教え、児童が

いじめの問題について自ら考える機会を設ける。 

○日頃の授業や行事等特別活動の中で、自己決定の場を用意し、誰もが活躍できる機

会を設定することで、自己有用感や充実感を感じられる学校生活づくりを推進する。

また、日頃からわかる授業を心がけ、児童が安心して取り組むことができる授業づ

くりに努める。 

○児童に学校教育目標である｢自立と自律を身につけ共生できる子ども｣を常に意識さ

せ、自分や仲間を思いやる心を醸成すると共に、いじめの傍観者とならず、自分た

ちで止めさせるための行動を取ったり、大人に助けを訴えたりするなど、学校教育

目標の具現化に努める。 

○学校関係者や地域との連携を通して、教育活動における様々な場面で「いのちの大

切さ」を学ぶ機会を設定する。 

○いじめは決して許されないという共通認識に立ち、全教職員がいじめの態様や特質

等について校内研修や職員会議を通して共通理解を図り、組織的に対応する。 

○いじめの防止等のための対策に関する取組を年間計画に位置付けて実施する。 

 

(2) いじめの早期発見のための取組 

○「いじめは、どの子どもにも、どの学校でも、起こり得る」問題である、という認

識を持ち、日頃から子どもの日常の行動や生活の様子に目を配るとともに、児童と
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の信頼関係の構築等に努める。 

○定期的にアンケート調査や教育相談を実施し、児童がいじめを訴えやすい体制を整

える。 

＜定期的な調査方法＞  

・児童対象いじめ等のアンケート調査  

・個人面談（教育相談）を通した学級担任等による児童からの生活や学習に関す

る相談・面談  

○児童及び保護者がいじめに係る相談が行うことができるよう、相談体制の整備を行

う。 

・教育相談員・スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等の活用 

・いじめ相談窓口の設置と周知 

・相談箱の活用 

 

(3) いじめの早期解決のための対応・措置 

○いじめを見た、またはいじめの疑いがある行為を見た場合は、すぐにいじめをやめ

させ対応する。 

○教職員がいじめに係る相談を受けた場合は、すみやかにその事実の有無を確認する。 

○相談・通報のあった事案は、「いじめ防止対策委員会（校内児童支援委員会ケース

会議）」を開催し情報の共有と早期解決に努める。また、事案の記録を適切に行う

とともに、市教育委員会に報告をする。 

○いじめがあったことが確認された、あるいはいじめの疑いがある場合、またはいじ

めが解消に至っていない場合には、学校は、いじめを受けた児童を最後まで守り通

すことを旨として、平穏な学校生活を再開できるよう、当該児童及びその保護者に

対して必要な支援を行う。 

○いじめを行った児童に対しては、いじめは決して許されない行為であり、当該児童

の取った行動が相手の心身に及ぼす影響等に気付かせるなど、適切かつ毅然とした

指導を行う。なお、いじめられた児童の立場に立って、いじめに当たる、と判断し

た場合にも「いじめ」という言葉を使わずに指導することもある。また、当該児童

の家庭環境や人間関係のストレスなど、いじめの行為に至った背景を把握し、当該

児童及びその保護者に対して、いじめを繰り返さず、正常な学校生活を営ませるた

めの助言や支援を行う。 

◯いじめが「解消している」状態とは、少なくとも次の２つの要件が満たされている

こととする。ただし、これらの要件が満たされる場合であっても、必要に応じ、他

の事情も勘案して判断するものとする。 
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① いじめに係る行為の解消： 

被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為(インターネットを通じて行

われるものを含む。)が止んでいる状態について、少なくとも３か月間を目安に継

続していること。ただし、いじめの被害の重大性等からさらに長期間が必要である

と判断される場合は、この目安にかかわらず、市教育委員会又は学校いじめ防止対

策委員会等の判断により、より長期の期間を設定するものとする。 

 

 ②対象児童が心身の苦痛を感じていないこと： 

いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、対象児童がいじ

めの行為により心身の苦痛を感じていないと認められること。このことは、対象児

童本人及びその保護者に対し、心身の苦痛を感じていないかどうかを面談等により

確認する。 

 

○いじめを見ていた児童にも自分の問題として捉えさせ、誰かに知らせる勇気を持つ

よう指導する。 

○はやしたてたり、同調したりしている児童に対しては、それらの行為がいじめに加

担する行為であることが理解できるよう指導する。 

○これらの対応については、教職員全員の共通理解、保護者の協力、関係する専門機

関等との連携のもとで取り組む。 

◯いじめを受けた児童といじめを行った児童及び双方の保護者に対し、事実関係を速

やかに伝え、適切な対応が行えるよう保護者の協力を求めるとともに、継続的な支

援を行う。 

○いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものであると認めるときや、児童の生命、

身体又は財産に重大な被害が生じるおそれのあるときは、教育委員会に報告・協議

し所轄警察署との相談や学校警察連携制度の活用など、警察と連携して取り組む。 

〇いじめは単に謝罪をもって安易に解消している状態と判断することはできない。い

じめが解消している状態と判断した場合でも、いじめを受けた児童および、いじめ

を行った児童の状況を日常的な関わりの中できめ細かく把握するとともに、児童と

の対話を深めることなどを通して、いじめの再発防止に取り組む。 

 

(4) 地域・関係機関等との連携 

  ◯学校や家庭での児童の様子について情報を共有できるよう、保護者と密に連絡を取

り、いじめの未然防止・早期発見に努める。 

  ◯いじめを受けた児童やいじめを行った児童の立ち直りを支援するため、医療や福祉

等の専門機関等の協力を得るための連携を図る。 
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  ◯コミュニティスクールへも、学校がいじめに係る状況及び対策について情報提供す

るとともに、連携・協働による取組みを進めることができるようにする。 

  〇学校は、いじめ防止等に向けた取り組みについて、学校評価等を用いて検証し、改

善に取り組む。 

 

(5) インターネットを通じて行われるいじめに対する対策 

◯ソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）をはじめとする、インターネット

を通じて行われるいじめ（以下「インターネット上のいじめ」という。）を防止し、

効果的に対処することができるよう、企業等との連携による携帯電話教室等の実施

等により、児童やその保護者のインターネット上のいじめに対する理解を深めてい

く。 

○インターネット上のいじめを防止するため、学級活動や道徳科、総合的な学習の時

間等の授業や講演会等、様々な場面を通じて、情報モラル教育を推進する。その中

で、情報を発信する際に相手の状況や気持ちを考えること、受信した情報が信頼で

きるものかどうか判断できる力を身に付けさせるよう努める。 

○学校で実施するいじめに関するアンケートに、インターネット上のいじめに関する

質問項目を設けるなど、インターネット上のいじめの早期発見に向けた取組を進め

る。   

 

３．いじめ防止対策委員会の設置 

いじめの防止等の取組を効果的に推進し、発生したいじめ事案に的確に対処する

ため、特定の教職員で対処するのではなく、必要に応じて外部専門家の参画も得な

がら、学校全体で組織的な対応を行う。 

 

【構成員】 

校長・教頭、総括教諭、児童支援専任教諭、教育相談コーディネーター、児童支

援担当教員、担任及び当該学年教諭、養護教諭、スクールカウンセラー、スクール

ソーシャルワーカー、教育相談員等を中心として構成し、対応する事案の内容に応

じて構成員を追加する。 

 

【開催時期と内容】 

    いじめの事案が発生していない時でも、毎学期のいじめ防止の中で、児童の生活

状況の情報交換やいじめ防止のための事例研究・研修を行う。 

    また、「いじめ防止基本方針」の見直しや、基本方針に基づく取組の年間計画の

作成や実施等を進める。 
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４．重大事態への対処 

  児童がいじめを受けて、重大事態に陥った場合、学校は、市教育委員会を通じて、市

長に、重大事態の発生について報告するとともに、当該重大事態に対処し、同種の事態

の発生の防止に資するため、出来るだけ速やかに事実関係を明確にするための調査を行

い、国の基本方針及び「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン(令和６年８月

文部科学省改訂版)」により適正に対応する。 

 

(1)重大事態とは 

  重大事態かどうかは次の考え方により判断をする。 

 ◯いじめを受けていた児童の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがある

場合 

    ・自殺を企図したり、自殺に至ったりした場合 

    ・身体に重大な傷害を負った場合 

・金品等に重大な被害を被った場合 

・精神性の疾患を発症した場合    等 

 

◯いじめを受けていた児童が、そのため相当の期間欠席を余儀なくされている疑い

がある場合（年間 30 日間を目安とする。但し、一定期間連続して欠席している

場合は、上記目安にかかわらず重大事態として対応する。） 

 

また、児童やその保護者から、いじめにより重大な被害が生じたという申し立てが

あったときは、その時点で学校が「いじめの結果ではない」あるいは「重大事態とは

いえない」と考えたとしても、重大事態が発生したものとして、適切かつ真摯に調査

等に当たる。 

 

 (2)重大事態発生の時の対応 

◯重大事態が発生した場合、学校は市教育委員会を通じて市長、文部科学省に報告

する。 

◯重大事態の調査は、市教育委員会又は学校が行うこととされているが、調査の実

施主体については、次の考え方により、重大事態の発生の報告を受けた市教育委

員会が判断する。 

 

［判断の考え方］  

  次のいずれかに該当するときは、市教育委員会において調査を実施する。 

   ・学校主体の調査では、重大事態への対処等に十分な結果を得られないと 

    市教育委員会が判断した場合 

   ・学校の教育活動に支障が生じるおそれがある場合 
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［学校が調査主体となる場合］ 

学校が行う重大事態の調査は、法第２２条の規定に基づき、学校が常設する

「いじめ防止対等の対策のための組織」が主体となる「御成小学校いじめ調査

委員会」を設置して実施する。 

調査にあたり、当該事案の性質に応じて、専門的知識及び経験を有し、当該

いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有しない第三者を

加え、調査の公平性・中立性を確保するよう努める。 

また、調査内容を鎌倉市教育委員会へ随時報告するとともに、必要な対応を

協議する。  

 

(3)いじめを受けた児童生徒及びその保護者への情報提供 

◯学校がいじめの事実関係を明確にするための調査を行ったときは、いじめを受け

た児童及びその保護者に対し、経過報告を含め、適時・的確に情報提供を行う。 

◯当該情報提供を行うに当たっては、児童や保護者への心のケアと落ち着いた学校

生活を取り戻すための支援に努めるとともに、予断のない一貫した情報発信、個

人のプライバシーへの配慮に留意して行う。 

◯なお、調査のため実施したアンケートの結果については、個人のプライバシーに

配慮した上で、いじめを受けた児童やその保護者に提供する場合もあることを、

調査に先立ち、調査対象の在校生や保護者に説明する。 

 

(4)調査結果の報告 

◯いじめの重大事態について、学校が実施した調査結果は市教育委員会を通じて、

総合教育会議の中で市長に報告する。 

◯なお、いじめを受けた児童又はその保護者が希望する場合は、いじめを受けた児

童又はその保護者の所見をまとめた文書の提供を受け、調査結果に添える。 

◯学校は、所見文書の提供が可能なことを、いじめを受けた児童又はその保護者に

予め、伝えておく。 

 

(5)調査結果の公表 

◯学校は、いじめ重大事態に関する調査結果の公表について、事案の内容や重大性、

いじめを受けた児童及びその保護者の意向、公表をした場合の児童への影響など

を総合的に勘案して、適切に判断することとし、特段の支障がなければ公表を行

う。公表を行う場合は、いじめを受けた児童やその保護者に対して、公表の方針

について事前に説明を行うこととする。 
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